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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第10期

中間連結会計期間
第11期

中間連結会計期間
第10期

会計期間
自　2025年２月１日
至　2025年７月31日

自　2026年２月１日
至　2026年７月31日

自　2025年２月１日
至　2026年１月31日

売上高 (千円) 1,943,017 2,235,464 4,782,585

経常損失(△) (千円) △541,106 △695,887 △1,284,839

親会社株主に帰属する
中間(当期)純損失(△)

(千円) △394,392 △680,274 △2,497,915

中間包括利益又は包括利益 (千円) △736,967 △885,161 △2,796,228

純資産額 (千円) 7,033,207 9,889,047 5,008,622

総資産額 (千円) 8,646,396 11,746,461 6,934,968

１株当たり中間(当期)純損失(△) (円) △41.61 △69.26 △260.22

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 78.6 83.8 69.7

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △31,172 △458,353 △716,459

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △1,242,878 164,083 △1,717,926

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 36,528 5,791,648 4,549

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 2,900,007 7,285,361 1,788,633
 

(注)１. 当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．第10期及び第11期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式は

存在するものの、１株当たり中間(当期)純損失であるため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

 
 当社グループは、当社及び連結子会社等12社で構成されており、産業用ドローンをはじめとしたハード・ソフト・

サービスを組み合わせたソリューション提供や、防衛用ドローンを取り扱う「ドローンソリューションセグメント」

と、UTMの開発・構築及びそれらを通してドローンの運航管理を行う「運航管理セグメント」の２つのセグメントを通じ

て、低空域経済圏（注１）のグローバルプラットフォーマーの実現を目指しております。また、2024年はドローンサー

ビス企業として世界１位を獲得（注２）し、グローバルな事業展開を行っております。

 
当社グループの認識に基づくドローン業界構造と当社グループの立ち位置に係わるイメージ図（注３）

 

 
 
(注１) ドローンや空飛ぶクルマなどのエアモビリティが飛行する高度を想定して当社が定義した用語

(注２) 出所：Remote Sensing Drone Service Providers（2024）Drone services: The top companies in 

      2024,https://droneii.com/product/global-drone-review-report

(注３) 本書提出日現在において、空飛ぶクルマや物流ソリューションの提供を行っておりませんが、当社が将来的に提

      供を行う可能性がございます。
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 当社グループの事業内容と当社、連結子会社及び関連会社の事業における位置づけ、並びにセグメントとの関連は

次のとおりであります。

 
１　ドローンソリューションセグメント

 
Terra Drone
株式会社

PT.
Terra Drone
Indonesia

Terra
Inspectioneeri
ng B.V.

Terra Drone
Agri SDN. BHD.

Terra Drone
Arabia for
Drones

Terra DX
Solutions
 株式会社

事業領域
測量/点検/防衛

UTM
測量/点検
農業

点検 農業 測量/点検 建設

国 日本 インドネシア オランダ マレーシア
サウジ
アラビア

日本

取扱領域
ハード/ソフト
サービス

ハード/ソフト
サービス

サービス サービス サービス サービス

主要顧客
建設/電力各社

政府
政府/建設
農業各社

石油/ガス
化学品各社

農業各社
石油/ガス
電力各社

保険会社

議決権の
所有割合

－ 99.99％ 100.00％ 100.00％ 100.00％ 100.00％
 

 

 
Terra Defense
Europe OU

事業領域 防衛

国 エストニア

取扱領域 ハード

主要顧客 防衛装備品各社

議決権の
所有割合

100.00％
 

 
２　運航管理セグメント

 
Terra Drone
株式会社

Unifly NV

事業領域
測量/点検
UTM

UTM

国 日本 ベルギー

取扱領域
ハード/ソフト
サービス

ソフト

主要顧客 政府
政府
航空管制

議決権の
所有割合

－ 51.00％
 

 
　上記以外の当社連結子会社等は、重要性を勘案のうえ、上記一覧への記載を省略しております。

 
・ハード・ソフト・サービスの定義

ハード

産業用ドローンを仕入れ、自社開発のレーザ測量機器を搭載した高付加価値のドローンの販売

非破壊の超音波で板厚点検が可能なドローンや、スプレー半径10cm以内での農薬散布が可能なド

ローンの開発。迎撃ドローン等の防衛向けドローンの開発・製造

ソフト

ドローンで撮影した写真データの３次元化から詳細解析まで一貫して行うことができる測量向け

ソフトウェアや、将来的にドローンが飛び交う低空域での航空管制技術を基としたドローン飛行

申請・管制技術開発

サービス 当社グループで提供するドローンを活用した測量・点検・農業サービス
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［ドローンソリューションセグメント］

測量・点検・農業の効率性と安全性を高めるため、顧客のニーズを現場で深く理解することによって、産業課題や

ニーズを反映したハードやソフトを開発し、国内外で産業用ドローンによるサービスを提供するとともに、業務の効率

化、安全性の向上、コスト削減等を実現しております。また、世界各地で培ってきたドローン運用の知見を活かし、防

衛ニーズに即したソリューションの早期実装を進める防衛装備品市場にも参入しております。

 
１　測量事業

国内測量サービスでは、建設コンサルタントや測量会社等に対して、自社開発製品であるTerra Lidarシリーズの販

売、ドローンを使用した高精度（計測精度±５～10cm）の３次元計測（注４）から図面作成、BIM/CIMによる３次元モデ

ル作成（注５）、画像処理まで一気通貫で提供しており、i-Construction（注６）にも対応したサービスを提供してお

ります。

連結子会社であるPT. Terra Drone Indonesiaでは、インドネシアにおいて写真測量や森林測量サービス、外部に向け

たドローンパイロット育成トレーニング等を行っております。東南アジアの広大な土地で安全且つ効率よくLiDAR（注

７）を活用した測量サービス等を行い、収集した画像データから、地盤の状態確認と地形の把握、災害対策等も行って

おります。

連結子会社であるTerra Drone Arabia for Dronesでは、石油依存経済の脱却を図るサウジアラビアにおいて下水

道、空港、道路の設計などインフラ整備の為のドローンによる地形調査等を行っております。

収益は主に、ハードウェアの販売、SaaS形式でのクラウド解析サービス、ソフトウェアのライセンス販売、測量サー

ビスの提供となります。

 
提供ソリューション

（注４）物体の三次元的な形状をデータとして取得すること

（注５）構造物等を立体形状で表した３次元モデルに属性情報と参照資料を組み合わせた情報モデル全体を指す

（注６）測量から設計、施工、検査、維持管理に至る全ての事業プロセスでICT（情報通信技術）を利用し、建設現場の

生産性を飛躍的に向上させることを目指した、国土交通省の取り組みを指す

（注７）レーザ光を使用してターゲットの表面までの距離を測定するマッピング技術

 
①　UAVレーザ測量による作業短縮

UAVレーザ測量とは、ドローンに取り付けられたレーザスキャナから、地形の３次元点群データを取得し計測する手

法です。地上型レーザ測量や写真測量が適さない山林などの障害物がある現場でも測量することが可能です。従来にお

いては、トータルステーション（注８）や地上型レーザ測量機器を用いて、計測するポイントごとに機器を人が移動さ

せながら、土地の形状を測量する手法が主流でした。ドローンにレーザ測量機器を搭載し、上空から地上のデータを取

得することで、短時間かつ広範囲で測量をすることが可能となります。
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測量現場作業の効率化（注９）

 
※作業量：0.31k㎡あたりの外業作業時間を比較

 

（注８）水平角と鉛直角を計測する経緯儀という器械に、測距儀の機能が内蔵された測量器械

（注９）国土交通省「ICT土工事例集（測量業務編）」において、作業面積が明確であり、トータルステーションからド

ローンレーザ測量への効率化を行った「業務９」の作業時間（外業）を引用

 
②　写真測量

ドローンによる連続空中写真から３次元の点群化を実施、空中写真を正射変換し、オルソ画像を作成することによっ

て、平面図に近いデータとして位置情報データも保有しながら使用することが可能になります。

 
③　森林測量

PT. Terra Drone Indonesiaではドローンによる写真測量・UAVレーザ測量サービスに加えて、レーザを搭載したド

ローンによる森林測量を行っております。従来、インドネシアの広大な森林調査は有人航空機を利用して観測していま

したが、レーザを搭載したドローンに置き換えることによって、計測が困難であった山間部や森林部なども測定が可能

となり、より精緻なデータ提供を行っております。

 
２　点検事業

近年、世界各地において、石油化学プラントをはじめとする各種施設の点検現場では、作業員不足に加え、高所作業

に伴う事故リスクや稼働停止の影響が課題となっており、ドローンを活用した点検ニーズが高まりを見せています。

 ドローンの活用により、従来、高所作業に必要とされていた仮設足場の組み立て・撤去や、作業員が立ち入って実施し

ていた点検作業を代替・削減できます。これにより、点検コストの削減、稼働停止による機会損失の低減に加え、作業

員の安全確保を図りながら、迅速な点検を可能にしています。

当社は、海外事業者向けの法定定期点検および国内事業者向けの自主点検を対象としたドローン点検サービスの提

供、ならびに機体販売・クラウド提供を通じて収益を得ております。超音波により板厚検査が可能な「Terra UTドロー

ン」を用いた超音波（UT）点検サービスを提供するとともに、屋内点検用ドローン「Terra Xross 1」の開発・販売も進

めております。

 
①　ドローンを活用した点検サービス

　サービス概要

　日本国内の工場では定期点検を行うことが建築基準法第12条で義務付けられていますが、天井の点検は非常に高所で

あることから実施が難しく、これまで安全面での問題や点検にかかる人的コストの問題が発生していました。当社は、

自社開発した特許取得済みのTerra UTドローン（特許番号：PCT/NL2018/050575, PCT/NL2019/050197）を用いて、天井

クレーンの超音波探傷点検を行うことによって、人力により高所作業を行う必要がなくなり、安全でかつ迅速な点検を

可能にしております。当社Terra UTドローンの展開が加速し、連結子会社であるTerra Inspectioneering B.V.では、石

油メジャーであるシェルの欧州最大規模の製油所での点検や、世界最大手総合化学メーカーBASFでの点検などを提供し

ております。

 
　Terra UTドローン

　ドローンとして初めて、タンクなどの表面を壊さずに板厚点検が可能な超音波探傷機能（注10）を搭載した当社製ド
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ローンです。Terra UTドローンには、接触媒（カプラント）ディスペンサーが搭載されており、飛行中でも探触子（注

11）にカプラントを供給できるため、タンク表面を傷つけることなく、錆や油等を削る作業を伴う点検にも対応し、効

率的に検査を進めることができます。また、３つの高精度カメラを搭載しており、飛行中のドローン映像に加えて、計

測中のUTグラフを地上からリアルタイムで確認することも可能です。さらに、「Terra Inspection」というソフトを用

いることで、測定データをクラウドに出力し、３次元点群データと写真を連携させることが可能です。

 
（注10）超音波を用いて内部の傷を測定することができる機能

（注11）超音波を発生または受信するためのセンサーで、主に非破壊検査に使用される

 

 
②　FPSOでの点検サービス

　当社は、三井海洋開発株式会社と共同で、同社がブラジルでオペレーションを行うFPSO（注12）であるFPSO Cidade

de Mangaratiba MV24において、ドローンによる原油貯蔵タンク内の船体板厚計測を完了し、FPSOでのドローンによる板

厚計測方法について、世界的な船級協会の１つであるABS（注13）の承認を取得しております。

　更に、2024年７月には、同社と海洋プラットフォーム向け検査ドローンの共同研究開発契約を締結（注14）し、本契

約を通じて開発するドローン検査技術を当社FPSOのみならず広く業界に浸透させ、海洋プラットフォーム操業における

業界の共通課題である労働安全環境向上と省人化に貢献することをビジョンに掲げています。

 

 
③　屋内点検ハードウェアの外販

　当社は、2024年に新たに自社開発・国産の屋内点検ハードウェアの販売を開始いたしました。ビジュアルセンサーと

LiDARを搭載することで屋内環境でも安定した飛行を実現し、タンク、煙突、ボイラー、配管等の屋内インフラ設備にお

ける目視点検（ひび割れ、塗装剥がれ等の異常検出）に対応しています。さらに、同等性能の他社製品と比べて約3分の

1の低価格を特長としています。

　加えて、ドローンで取得した点群データや撮影データをクラウド上で一貫して管理・共有できるクラウドも提供して

おり、点検結果の可視化や関係者間での情報連携を支援しています。日本のみならず、北米、中南米、欧州、アジア、

オーストラリアなど、グループ会社や代理店とともに全世界への販売を進めております。
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（注12）Floating Production, Storage and Offloading system：浮体式海洋石油・ガス生産貯蔵積出設備

（注13）American Bureau of Shipping：米国船級協会

（注14）https://www.modec.com/jp/news/2024/20240701_pr_TerraDrone.html

 
３　農業事業

現在、農業の分野において、精密な作物管理や高効率な生産手法を実現するため、ドローン活用の可能性が急速に拡

大しております。2030年には農業用ドローンの世界市場は最大142億9,020万ドル（約2兆680億円）（注15）に成長する

見込みです。

そのような環境下において、当社はインドネシア及びマレーシアにおける農業用ドローン市場に本格参入するため、

2023年７月に連結子会社PT. Terra Drone Indonesiaを通じAvirtech Solutions Pte.Ltd.の農業関連事業を買収し、ま

た、マレーシアでも事業展開を行うため子会社としてTerra Drone Agri SDN. BHD.を新規設立致しました。

パーム油（注16）の元となるアブラヤシは十分な日照と高温湿潤な気候が必要であり、インドネシアとマレーシアは

パーム油の主要な生産地として世界における生産の約８割（注17）を占めています。しかし、労働環境が厳しい上、労

働力が不足しているなど、インドネシアとマレーシアのパーム油産業は深刻な問題を抱えています。

当社が事業を買収したAvirtech Solutions Pte.Ltd.は、インドネシアとマレーシアで2017年よりドローンを用いた

パーム油農園の農薬散布事業を展開しております。他社に先駆けてスプレー半径10cm以内での高精度な農薬散布を可能

にする技術を有しており、ドローン農薬散布事業のリーディングカンパニーの１社となっております。

パーム油産業の労働力不足の解消や作業員の安全確保、生産性の向上に寄与し、産業課題の解消やサステナビリティ

に配慮したパーム油の生産支援に寄与しております。収益は主に、農地面積ベースの農薬散布サービスの提供となりま

す。

また、2024年３月21日より、新規事業として肥料散布事業に参入することを発表しており、パーム油生産大手

SinarMasのグループ会社であるSMART Tbkと肥料散布事業の新プロジェクトに関する契約に合意しています。パーム油農

園の管理における肥料プロセスのデジタル化と最適化を目指すことで、業務効率を大幅に向上させつつ、環境への影響

を軽減します。加えて、2025年８月には、ヤンマーホールディングス株式会社のグループ会社PT. Yanmar Diesel

Indonesiaと、自社開発の農業用ドローンに関する販売パートナー契約を締結しており、インドネシア政府およびコメ農

家をはじめとする農業従事者に向けて、自社開発の農業用ドローンの販売も開始しております。

 
提供ソリューション

 

 
（注15）株式会社グローバルインフォメーション「農業用ドローンの世界市場- 2023-2030」

（注16）アブラヤシの果実から抽出される食用油。食品用や化粧品等様々な商品に幅広く使われている一般的な植物油

（注17）米国農務省（USDA） Palm Oil 2023 World Production

 
①　ESG経営の推進

当社グループはインドネシアとマレーシアで農業事業に参入し、持続的な成長とグローバルでの新しい価値提供を目

指し、環境への影響を最小限に抑え、農業労働者の作業負荷を軽減していくことによってESG経営を推進しております。

また、RSPO(Roundtable Sustainable Palm Oil)（注18）の認証を受けている先のみを顧客対象としていることもESG経

営の考え方を反映しております。

 
②　パーム油市場の成長性

パーム油の生産量は2021年には81百万トンに達し、その生産の約84%を担うのが、インドネシアとマレーシアです。今

後も、世界の人口増加に伴い、人々の生活を支えるパーム油の需要は増加していくと考えられています。
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（注18）持続可能なアブラヤシ製品の成長と使用を促進することを目的として、2004年に設立された非営利組織

 
③　アブラヤシ栽培において、ドローンによる農薬散布が適している理由

パーム油の原料となるアブラヤシ栽培において、農薬の効果を十分に得るためには、ヤシの実等へ直接散布すること

が必要となります。手動散布の場合、スプレー散布によりヤシの実等へ直接散布することは可能ですが、少人数で広範

囲を周る必要があるためムラが生じやすいという欠点があります。また、セスナなどの小型飛行機の場合、上空からの

一斉散布となるため十分な散布効果が得られないとされています。一方、ドローンでの散布の場合、噴射スプレーのア

タッチメントがついたドローンで散布を行うことでヤシの実等への直接散布が可能になることに加え、手動散布と比較

してムラなく効率的な散布が可能となります。

 
散布方法の違いによる特徴の比較

 
 

 
４　防衛事業　

　防衛市場は重層的な成長が見込まれる分野であり、中長期的な成長ポテンシャルを有する領域と認識し、防衛ニー

ズに即したソリューションの早期実装を進めるべく2026年３月に防衛装備品市場に本格参入しました。

 
・参入の背景

　2026年３月以降、緊迫の度を増す中東情勢やインド太平洋地域など、世界の国際情勢は急速な変化の中にありま

す。安全保障環境は大きな転換期を迎え、防衛の概念そのものが再定義されつつあります。主要国による防衛力強化

を背景に、2024年度の世界の防衛関連支出は過去最高の432兆円（注22）を超えるなど、地政学的リスクへの対応は

国際社会共通の最重要課題となっています。

近年のロシア・ウクライナ戦争においても、人命へのリスクを低減し得る無人アセットとして、低単価なドローンが

前例のない規模で投入され、キーアプリケーションの一つとなりました。このような状況を受け、現在、世界各国で

は予算投資の拡大の元、各無人アセットの活用を前提とした新たな防衛システムの構築を加速させています。

具体的に、世界の防衛用ドローン（UAV）市場規模は、2025年時点で約2兆5,169億円と推定され、2030年には約３兆

6,335億円に達すると予測されています。この期間の年平均成長率（CAGR）は7.6%となる見込みです（注23）。日本を

取り巻く安全保障環境においても、周辺地域での軍事活動の活発化や、ミサイル・無人機といった新たな脅威の顕在

化により、従来型の防衛体制のみでは十分な抑止力を維持することが困難になりつつあります。令和8年度予算案で
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は、無人アセットを含む防衛能力の強化に約2,773億円（注24）という過去最大規模の予算が計上されており、無人シ

ステム（注25）を防衛の中核に位置づける国家方針が明確になっています。また、2027年度の体制構築を目指す多層

的沿岸防衛体制「SHIELD（シールド）」構想では、無人アセットや各種センサーを組み合わせ、沿岸部を広域かつ段

階的に防護する防衛体制の構築が検討されており（注26）、ドローンはその中核を担う無人アセットの一つとして位

置づけられています。

 
・グローバルでの事業展開

世界的な防衛支出の拡大や無人システムへの需要増加を背景に、当社グループは、日本に加え、ウクライナ、欧州、

アジア等の海外拠点やパートナーとの連携を通じ、防衛用無人アセットのグローバル展開を進めてまいります。

 
・多様なプロダクト展開

防衛分野では、用途や脅威に応じて多様な無人アセットが求められています。当社グループは、迎撃ドローンを中心

に、FPVドローン、偵察用ドローン（ISR）、無人ボート（USV）等、陸・空・海を横断する無人アセットの開発・製品

ラインアップの拡充を進めてまいります。

 
 
（注22）ストックホルム国際平和研究所（SIPRI）軍事支出データベース

　（https://www.sipri.org/databases/milex）および主要国公表予算に基づく合算推計。2026年３月19日現在

　　の市場レート 1ドル = 159.296円 を適用。

（注23） MarketsandMarkets社 調査レポート “Military UAV Market ‒ Global Forecast to 2030″（軍用　　

　 無人航空機市場：2030年までの世界予測）のデータに基づく。2025年時点の158億ドルおよび2030年予測の228

  億ドルについて、2026年3月19日現在の市場レート 1ドル = 159.296円 を適用して算出。

（注24） 防衛省「我が国の防衛と予算（令和8年度概算要求の概要）」

 （https://www.mod.go.jp/j/budget/yosan_gaiyo/index.html）

(注25）無人システム：無人アセット（注27参照）を活用した全体的な仕組み、運用体制、およびネットワークを指

　　　 す。 出典：防衛省 陸上自衛隊 教育訓練研究本部 公開資料

（https://www.mod.go.jp/gsdf/tercom/img/file2705.pdf）

（注26）防衛省「多層的沿岸防衛体制（SHIELD）の構築について」公表資料。

 （https://www.google.com/search?q=https://www.mod.go.jp/j/approach/defense/shisaku/index.html）

 
①　迎撃ドローンの展開

　低コストな攻撃型無人航空機が大量に投入される現代の戦闘環境では、高額な迎撃ミサイルのみで継続的に対処する

ことは、迎撃弾の供給及び費用対効果の観点から課題となっています。このため、低コストかつ量産可能な迎撃ドロー

ンを活用して無人航空機へ対処する新たな防空手段の導入が進んでいます。

当社は、ウクライナにおける実戦環境で培われた技術・知見を取り込み、迎撃ドローンの開発及び事業展開を進めてい

ます。

　2026年３月には、子会社Terra Inspectioneeringを通じて、ウクライナにおいて迎撃ドローンの開発・製造を行う

Amazing Drones LLC（以下「アメイジング・ドローンズ社」）に戦略的出資を実施するとともに、同社とロケット型迎

撃ドローン「Terra A1」を発表しました。さらに2026年４月には、ウクライナで固定翼型迎撃ドローンを開発する

WinnyLab LLC（以下「ウィニーラボ社」）へ戦略的出資と、広域・長距離の防空を想定した固定翼型迎撃ドローン

「Terra A2」の展開を発表いたしました。

　また、「Terra A1」をベースとして開発した自律型AI迎撃ドローン「Terra A1 Autonomous」について、AIを用いた標

的捕捉、自律航行及び自律追尾に関する開発及びテストを完了し、市場展開を開始しました。「Terra A1 Autonomous」

は、AIによりカメラ映像をリアルタイムで解析して対象ドローンを認識・追尾するとともに、目標の位置や速度を継続

的に推定し、飛行経路を自律的に補正する機能を備えています。また、中間誘導ではターゲットへの自動接近、終末誘

導では対象ドローンの自律検知・追尾を行うことで、操縦者の負荷を軽減しながら高速で飛行する対象ドローンへの接

近・迎撃を支援します。

 加えて、日本国内では、防衛装備庁が実施する「迎撃ドローン早期取得プログラム」において、当社が提案した国産

迎撃ドローン「Terra B1」が、38社から寄せられた提案の中から実証試験に使用する供試器材として選定されました。

本プログラムでは、その後、当社を含む4社の機体を対象に実証試験が実施され、「Terra B1」が唯一、単独で実証試験
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を通過し、次の量産段階へ進みました。

　当社は、ウクライナの実戦環境で得られる技術・運用知見と、日本国内における開発・量産基盤を組み合わせ、近距

離から広域まで対応可能な迎撃ドローンの製品ラインアップを拡充するとともに、国内外における迎撃ドローン事業の

拡大を進めてまいります。

 
②　防衛装備庁向け国産ドローン「モジュール型UAV（汎用型）教育用」の供給

　近年、世界の安全保障環境は大きな転換点を迎えており、各国で防衛費の拡大と装備調達の見直しが進んでいます。

従来の大型・高価格装備に加え、低コストかつ迅速に配備可能な装備への需要が高まっています。その象徴の一つがド

ローンです。ウクライナをはじめとする近年の戦況では、無人アセットが情報収集、監視、後方支援、防空、攻撃抑止

など幅広い領域で活用されており、防衛体制における重要な要素となっています。特に、各国において低コスト無人機

の台頭により、高価な重装備のみで脅威に対処し続けることには限界が生じつつあります。このため各国では、機動

性・量産性・コスト効率に優れた無人アセットの導入が加速しています。日本においても、令和8年度予算案では、無人

アセットを含む防衛能力の強化に約2,773億円という過去最大規模の予算が計上されており、無人システムを防衛の中核

に位置づける国家方針が明確になっています。防衛力の抜本的強化と装備基盤の強靭化が進む中、国産装備の確保、サ

プライチェーンの安定化、無人アセット運用人材の育成が重要課題となっています。

当社は、防衛装備庁が実施した一般競争入札において、国産ドローン「モジュール型UAV（汎用型）教育用」300式を

落札し、防衛装備庁向けに300式を供給する予定です。当社の防衛事業における重要な受注実績となりますが、防衛分

野への本格参入表明から、防衛分野特有の厳格な要求水準を短期間で初受注を実現したことは、当社の技術力、開発ス

ピード、供給体制の競争力の高さと市場ニーズに適合していることを示すものと認識しております。

 
③　ドローン向け国産バッテリー事業への参入

防衛用途を含むドローンを継続的かつ安定的に供給するためには、機体のみならず、バッテリー等の主要部品につい

ても安定した供給体制を確保することが重要となります。当社は、ドローン向け高出力バッテリーパックの国内生産体

制を構築し、バッテリー事業に本格参入しました。円筒形セルを用いたバッテリーパックについて、当社がドローンメ

ーカーとして機体側から求められる仕様を定め、国内において組立、検査及び品質管理を行う体制の構築を進めていま

す。当該バッテリーについては、当社グループが展開する産業用及び防衛用ドローンへの搭載に加え、他のドローンメ

ーカー等への供給も想定しています。

当社は、ドローン機体の開発・製造だけでなく、その基幹部品となるバッテリーについても国内生産基盤を構築する

ことにより、ドローンの安定供給に必要となるサプライチェーンの強化を進めてまいります。

 
 
 
 
 
 
 
 
［運航管理セグメント］

　ドローンの普及や空飛ぶクルマ（UAM：Urban Air Mobility）の実用化が進むことによって、多数の飛行体が低空域で

往来する社会実装に備え、安全で効率的な運航を実現する「空のインフラ」構築を進めております。

 
１　UTM事業

当社の欠かせない事業の一つであるUTM事業において、国内では2022年12月に航空法が改正され、有人地帯におけるド

ローンの目視外飛行（目視の範囲を超えての飛行）を行える「レベル４」が認められるようになりました。近年、ド

ローンや空飛ぶクルマの利活用は、物流、警備、災害対応など、多岐にわたる分野で注目され、運航管理と安全対策の

重要性が高まっています。
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今後、さらに多くのドローンが飛行し混雑が予想される低空域において、目視外飛行における安全確保のためには、

安全な自動車運行のための道路交通環境の整備や、航空機の安全運行のための管制業務のような運航管理システムが必

要になってきます。

 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レベル４飛行でできること（注19）

 

 
（注19）https://www.mlit.go.jp/koku/level4/（国土交通省：無人航空機レベル４飛行ポータルサイト）

 
①　UTMの役割

UTMは「無人航空機運航管理システム」と日本語訳され、ドローンの運航を管理するプラットフォームのことを指して

おります。交通インフラの役割は、安全維持と交通の効率性の最適化ですが、自動車の場合、信号や高速道路など車の

動きを管理し、車同士の衝突を避けるために欠かせないインフラがあります。飛行機の場合、管制官や管制塔が機体を

操縦するパイロットを支えています。ドローンも同様、安全な運航を実現するために、高速道路、信号機、交通規則と

同様のインフラストラクチャが必要になると考えられます。

現在、多くの国や地域において、ドローンが飛行する低空域では十分な空域管理がなされておらず、安全の十分性が

確保できておりません。今後ドローンが幅広く普及していく世界になることが予想され、目視外飛行（目視の範囲を超

えての飛行）を実現した場合、ドローン同士や、ドローンと有人機との衝突を回避する仕組みを作ることで、空の安全

を守りながら、ドローンの利活用を効率化していく事業こそ不可欠になると考えております。

従来の航空機には有人のパイロットがいるのに対して、ドローンはデジタル技術と高度なコネクティビティを持ち、

遠隔操作または自動制御による運航も想定されます。そのためUTMは運航管理の自動化とデジタル化を前提に設計されて

おり、スケーラブル（技術的な柔軟性を持った）なソリューションを提供することが可能となります。これらの拡張性

によって、UTMはフライト数の増加や複雑な空域管理要件に対応できるようになり、中長期では既存の航空交通管理

（ATM：Air Traffic Management）がUTMと融合していくと見られております。（注20）
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（注20）参考：https://acubed.airbus.com/a-new-digital-era/

 
②　Unifly NVのUTM導入実績

当社は、世界におけるUTMのリーディングカンパニーであるUnifly NV（本社：ベルギー）が展開するUTMが、業界全体

の発展を支えるインフラとして重要であると考え、当社設立の2016年からわずか９ヶ月以内の2016年11月、同社（2015

年８月創業）への出資を行いました。その後、2023年７月、国土交通省傘下の官民ファンドである株式会社海外交通・

都市開発事業支援機構（略称JOIN）との特別目的会社を通じた共同出資によって当社の連結子会社になっております。

（なお、JOINとの合弁事業はその目的を完遂しており、2025年８月に同社との合弁契約は解消しております。）

Unifly NVの大株主は、当社の他、ドイツの航空管制局（Air Navigation Service Provider、以下、ANSP）であるDFS

（Deutsche Flugsicherung GmbH、100%ドイツ政府資本）や、ベルギー政府傘下のファンドSFPI-FPIMであり、Unifly NV

は、UTM技術開発のリーディングカンパニーとして、実証やPoCだけではなく国全体への実装レベルの提供を行っており

ます。自動承認を含むUTMのオペレーションを提供する企業として、技術力と信頼性が評価され、欧州を中心とした各国

のANSPへのUTM提供実績を誇り、当社グループはグローバルにおけるUTM業界の発展に貢献しています。

 

EDINET提出書類

Ｔｅｒｒａ　Ｄｒｏｎｅ株式会社(E40060)

半期報告書

13/51



 

民間UTM事業者の導入実績（注21）

 
※ UTM実装済/稼働実績あり：実証実験段階の国も含む

　　　　　　※ １国に複数の事業者が存在する場合は最大シェアの事業者を記載

 
（注21）2024年７月時点。ＳＭＢＣ日興証券株式会社の依頼により有償で実施された、UTM関連の規制当局・団体、各種

ドローン業界レポート、各ドローン関連企業の公開情報、業界有識者インタビュー等を基にアーサー・ディ・

リトル・ジャパン株式会社作成「UTM(ドローン運航管理システム)グローバル市場調査プロジェクト成果物資料

（最終報告書）」を基に当社作成

 
③　UTM事業の収益構造

UTM事業の収益は、初期導入料のスポット収益に加え、年間ライセンスや飛行回数に応じた従量課金等のリカーリング

収益が主となっております。その他、顧客別要求となる追加開発費用、他システムとの連携等、要求により追加で機能

実装を行うケースがあります。

 

※現在は「3. 本格運用」までサービス提供しており、「4. 空飛ぶクルマ支援」について提供を保証するものではありません。

 
④　新たな取り組み（防衛・重要インフラ向け）

その他、足元では、保安用途や防衛用途におけるUTMの新たな需要も立ち上がりつつあると認識しております。重要イ

ンフラ施設（空港、発電所等）向けでは、空域内の不審ドローンを検知・判定・対処する「カウンタードローンプラッ

トフォーム」とUTMを連接することで、正規に運航されているドローンと不審ドローンを識別し、適切な対処につなげる

仕組みへの需要が高まっています。また、防衛分野においても、各国軍によるドローン利用の増加を背景として、軍管

轄空域におけるドローンの運航を安全かつ効率的に管理するためのUTM需要が顕在化しつつあります。
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こうした中、当社子会社のUniflyは、ベルギー国防省から、同省が管轄する陸・海・空軍の全空域におけるUTM案件を

受注しました。契約金額は115万ユーロであり、軍用空域におけるドローンの飛行申請、承認及び運航状況等を一元的に

管理する基盤を提供します。

また、Uniflyは、欧州の防衛企業MBDA Systemsと、不審ドローンへの対処を目的とするCounter-UASプラットフォーム

の実装に向けたパートナーシップ契約を締結しております。本取り組みでは、UTMが保有する正規ドローンの運航情報

と、Counter-UASシステムが検知する飛行体の情報を連携することで、対象空域を飛行する機体について正規のドローン

と不審ドローンを識別し、必要な対処につなげる仕組みの構築を進めています。

当社グループは、これまで民間空域で培ってきたUTMの技術及び導入実績を活用し、ドローンや空飛ぶクルマの普及に

対応した低空域の運航管理基盤の構築を進めるとともに、重要インフラ施設や防衛空域等、新たな用途へのUTMの展開を

推進してまいります。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

 当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、連結会

社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに重要な影響を与える可能性のある主要なリスク、及び前事業年

度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」に加え、新たに発生した事業等のリスクは以下のとおりです。

 

・経済安全保障及び防衛事業への参入について(顕在化可能性：中　影響度：大　発生可能性のある時期：中期)

 近年、中東・ウクライナ情勢の緊迫化や米中間の政治・経済上の対立に加え、各国における安全保障政策及び輸

出管理規制の強化などを背景として、経済安全保障に対する社会的要請が高まっております。また、無人航空機や

関連デジタル技術は、防衛・安全保障分野における重要性が高まっており、当社グループを取り巻く事業環境も大

きく変化しております。このような環境の下、当社グループは2026年３月に防衛事業へ参入しており、今後、防衛

用途を含む無人航空機関連技術・サービスの提供を推進してまいります。当該分野においては、各国の安全保障政

策、輸出入規制、経済制裁、各種法令及び許認可等への適切な対応が求められております。

 

 当社グループでは、取引先スクリーニングや社内審査体制の整備、情報管理体制及びサイバーセキュリティ対策

の強化等を通じて、経済安全保障上のリスク低減に努めております。しかしながら、各国の政策変更や規制強化へ

の対応が不十分であった場合、あるいは意図せず関連法規等に抵触する取引等が発生した場合には、当社グループ

の社会的信用の低下、取引停止、行政処分、販売機会の逸失等につながる可能性があり、当社グループの業績及び

財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、防衛事業においては、機微情報や技術情報を取り扱う機会が増

加することから、サイバー攻撃、不正アクセス、人的情報漏洩等に起因する情報セキュリティリスクが従来以上に

高まる可能性があります。これらへの対応が不十分であった場合には、当社グループの事業運営及び社会的信用に

影響を及ぼす可能性があります。
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２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

①　財政状態及び経営成績の状況

ａ．財政状態の分析

（資産）

当中間連結会計期間末における流動資産は、9,667,130千円となり、前連結会計年度末に比べ5,041,338千円増

加しました。主な変動要因は、現金及び預金5,266,358千円の増加によるものです。固定資産は2,079,330千円と

なり、前連結会計年度末に比べ229,845千円減少しました。主な変動要因は、無形固定資産84,912千円の増加、投

資有価証券479,989千円の減少によるものです。

 
（負債）

当中間連結会計期間末における負債は、1,857,414千円となり、前連結会計年度末に比べ68,932千円減少しまし

た。主な変動要因は、契約負債216,114千円の増加、短期借入金55,605千円の増加、その他の負債340,651千円の

減少によるものです。

 
（純資産）

当中間連結会計期間末における純資産は、9,889,047千円となり、前連結会計年度末に比べ4,880,424千円増加

しました。主な変動要因は、新株予約権の行使に伴う新株の発行により、資本金が2,880,773千円、資本剰余金が

2,780,511千円増加した一方、親会社株主に帰属する中間純損失680,274千円を計上したことによるものです。

 
ｂ．経営成績の分析

 
前中間

連結会計期間

(千円)

当中間

連結会計期間

(千円)

増減額

(千円)

増減率

(％)

売上高 1,943,017 2,235,464 292,447 15.1

営業損失（△） △666,375 △819,119 △152,743 －

税金等調整前中間純損失（△） △553,514 △799,007 △245,493 －

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △394,392 △680,274 △285,882 －
 

 
各セグメントの売上高の推移は下記のとおりになっております。

 

 
前中間

連結会計期間

(千円)

当中間

連結会計期間

(千円)

増減額

（千円）

増減率

（％）

ドローンソリューションセグメント 1,791,186 1,906,693 115,506 6.4

運航管理セグメント 151,831 328,771 176,940 116.5

計 1,943,017 2,235,464 292,447 15.1
 

 
当中間連結会計期間における世界経済は、AI関連を中心としたデジタル・テクノロジー分野への投資拡大等を

背景に一部で底堅い動きが見られる一方、中東情勢の緊迫化に伴うエネルギー価格の上昇やインフレ圧力、米国

による追加関税措置等の保護主義的な通商政策、米中間の貿易摩擦の継続等により、先行き不透明な状況が続い

ております。また、ロシア・ウクライナ情勢を含む地政学的リスクや各国の経済・通商政策を巡る不確実性も高

く、世界経済の下振れリスクには引き続き留意する必要があります。

　当社グループが属するドローン業界においては、ロシア・ウクライナ戦争等を背景として、ドローンが偵察・

監視にとどまらず、防御、長距離飛行、電子戦等の幅広い軍事用途で実戦投入されており、現代の安全保障にお

ける無人航空機の重要性が高まっております。こうした防衛・安全保障分野におけるドローンの活用拡大を背景

に、各国においてドローン及び関連する運航管理・空域管理システムの導入・開発が進められており、防衛・安
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全保障分野を含むドローン関連市場は今後も拡大していくことが期待されております。

このような状況の中、当社グループでは引き続き産業用・防衛用ドローンをはじめとしたハード・ソフト・

サービスを組み合わせたソリューションを提供している「ドローンソリューションセグメント」と、UTMの開発・

構築及びそれらを通してドローンの運航管理を行う「運航管理セグメント」の２つのセグメントを通じて、低空

域経済圏のグローバルプラットフォーマーの実現を目指しております。

当中間連結会計期間においても当社グループとして２社の連結子会社化など積極的な投資を継続することに

よって新規既存事業共に堅実に成長させ、当中間連結会計期間における売上高は2,235,464千円(前中間期比

15.1％増)となりました。

一方で、継続的な人財投資に伴う人件費の増加により、営業損失は819,119千円となっております。また、補助

金・助成金収入による営業外収益の減少と持分法の投資損失による営業外費用の減少等の影響により、税金等調

整前中間純損失は799,007千円、親会社株主に帰属する中間純損失は680,274千円となりました。

 
②　キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

5,496,728千円増加し、7,285,361千円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況

とそれらの要因は次のとおりです。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュフローは、△458,353千円となりました。主な要因は、税金等調整前中間純損失

799,007千円の計上、売上債権の増加132,677千円、契約負債の増加215,234千円です。

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュフローは164,083千円となりました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出

152,887千円、無形固定資産の取得による支出135,299千円、関係会社株式の売却による収入350,172千円、関係会

社株式の取得による支出163,885円、貸付金の回収による収入76,790千円です。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュフローは5,791,648千円となりました。主な要因は、株式の発行による収入

5,735,402千円です。

 
３ 【重要な契約等】

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結については以下のとおりです。

 
・防衛装備庁との製造請負契約

 当社は、2026年５月８日付で、防衛装備庁との間で「モジュール型UAV（汎用型）教育用」300式の製造請負契約を

締結しました。契約金額は115,434千円、納期は2026年９月30日であります。本契約は、当社が2026年３月より本格参

入した防衛事業における初の受注案件であり、当社グループの防衛事業における重要な契約であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,600,000

計 32,600,000
 

（注）2026年８月26日開催の取締役会において、株式分割に伴う定款の一部変更を決議しております。これにより、

　　　2026年10月１日付で発行可能株式総数は32,600,000株増加し、65,200,000株となる予定であります。

② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間
末現在発行数(株)
(2026年７月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年９月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,397,100 10,805,300
東京証券取引所
 グロース市場

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株であり
ます。

計 10,397,100 10,805,300 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

当中間会計期間において会社法に基づき発行した第18回新株予約権乃至第27回新株予約権は、次のとおりであり

ます。

第18回新株予約権乃至第22回新株予約権（行使価額修正条項付）

区分 第18回新株予約権 第19回新株予約権 第20回新株予約権

決議年月日
 2026年６月15日

 2026年６月19日

 2026年６月15日

 2026年６月19日

 2026年６月15日

 2026年６月19日

新株予約権の数（個）※ 2,133 2,133 2,133

新株予約権のうち自己新株予約権

の数（個）※
－ － －

新株予約権の目的となる株式の種

類、内容及び数（株）※

普通株式

 213,300 （注）２

普通株式

 213,300 （注）２

普通株式

 213,300 （注）２

新株予約権の行使時の払込金額

（円）※

当初行使価額

 8,410 （注）３、４

当初行使価額

 11,000 （注）３、４

当初行使価額

 15,000 （注）３、４

新株予約権の行使期間※

 自 2026年７月７日

 至 2029年７月９日

 （注）５

 自 2026年７月７日

 至 2029年７月９日

 （注）５

 自 2026年７月７日

 至 2029年７月９日

 （注）５

新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額（円）※

発行価格

 当初 8,448.00

 資本組入額 （注）６

発行価格

 当初 11,033.00

 資本組入額 （注）６

発行価格

 当初 15,031.00

 資本組入額 （注）６

新株予約権の行使の条件※

各本新株予約権の一部

行使はできない。

 （注）５、８

各本新株予約権の一部

行使はできない。

 （注）５、８

各本新株予約権の一部

行使はできない。

 （注）５、８
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新株予約権の譲渡に関する事項※
当社取締役会の承認を

要する。 （注）９

当社取締役会の承認を

要する。 （注）９

当社取締役会の承認を

要する。 （注）９

組織再編成行為に伴う新株予約権

の交付に関する事項※

該当事項はありませ

ん。 （注）７、10

該当事項はありませ

ん。 （注）７、10

該当事項はありませ

ん。 （注）７、10
 

※ 新株予約権の発行時（2026年７月６日）における内容を記載しております。

第18回新株予約権乃至第22回新株予約権（行使価額修正条項付）

区分 第21回新株予約権 第22回新株予約権

決議年月日
2026年６月15日

 2026年６月19日

2026年６月15日

 2026年６月19日

新株予約権の数（個）※ 2,133 948

新株予約権のうち自己新株予約権の

数（個）※
－ －

新株予約権の目的となる株式の種

類、内容及び数（株）※

普通株式

 213,300 （注）２

普通株式

 94,800 （注）２

新株予約権の行使時の払込金額

（円）※

当初行使価額

 20,000 （注）３、４

当初行使価額

 30,000 （注）３、４

新株予約権の行使期間※
自 2026年７月７日

   至 2029年７月９日 （注）５

   自 2026年７月７日

   至 2029年７月９日 （注）５

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額（円）※

発行価格

 当初 20,027.00

 資本組入額 （注）６

発行価格

 当初 30,026.00

 資本組入額 （注）６

新株予約権の行使の条件※
各本新株予約権の一部行使はでき

ない。 （注）５、８

各本新株予約権の一部行使はでき

ない。 （注）５、８

新株予約権の譲渡に関する事項※
当社取締役会の承認を要する。

 （注）９

当社取締役会の承認を要する。

 （注）９

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項※

該当事項はありません。

 （注）７、10

該当事項はありません。

 （注）７、10
 

※ 新株予約権の発行時（2026年７月６日）における内容を記載しております。

（注）以下の注記は、第18回新株予約権乃至第22回新株予約権に共通する事項について記載しております。各回の新

株予約権を個別に又は総称して「本新株予約権」といいます。

１．本新株予約権の特質等及び発行価額

　本新株予約権は行使価額修正条項付新株予約権であります。目的となる株式数は合計948,000株（１個当たり100

株）であり、株価の変動に伴う行使価額の修正によっては変化しません。ただし、（注）２により調整されること

があります。行使価額の修正により資金調達額は増加又は減少します。

区分
発行価額

（１個・円）

当初下限行使価額

（１株・円）

当初下限で全数行使した場合の調達額

（円）

第18回 3,800 8,000 1,714,505,400

第19回 3,300 11,000 2,353,338,900

第20回 3,100 15,000 3,206,112,300

第21回 2,700 20,000 4,271,759,100

第22回 2,600 30,000 2,846,464,800
 

上表の調達額は、新株予約権の発行価額総額及び当初下限行使価額による行使払込額を合計した金額（発行諸費用

控除前）です。下限行使価額を（注）３により変更できるため、上表の金額は変更後も維持される調達額の下限で

はありません。各回の下限行使価額を（注）３記載の絶対下限行使価額まで変更し、全て行使された場合の調達額

は合計6,912,460,500円（発行諸費用控除前）です。なお、新株予約権は行使されない可能性があります。

本新株予約権には、当社の決定による行使停止及び取得に関する条項並びに割当先による買取請求に関する条項が

あります。内容は（注）７、８及び10のとおりです。
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２．目的となる株式の種類、内容及び数

　目的となる株式は、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる普通株式であり、単元株式数は100株で

す。本新株予約権１個当たりの目的となる株式数（以下「割当株式数」といいます。）は100株とします。

　株式の分割、無償割当て又は併合（以下「株式分割等」といいます。）を行う場合は、次の算式により調整し、

１株未満の端数を切り捨てます。

調整後割当株式数＝調整前割当株式数×株式分割等の比率

　株式分割等以外の事由により（注）４に従って行使価額を調整する場合は、次の算式により調整し、１株未満の

端数を切り捨てます。

調整後割当株式数＝調整前割当株式数×調整前行使価額÷調整後行使価額

　調整後割当株式数は、当該事由に係る調整後行使価額の適用日と同日から適用します。調整に際しては原則とし

て適用開始日の前日までに新株予約権者へ書面で通知し、それができない場合には適用開始日以降速やかに通知し

ます。

３．行使時の払込金額及び行使価額の修正

　各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、当社普通株式１株当たりの行使価額に

割当株式数を乗じた額とします。当初の行使価額は上表に記載のとおりであり、以下により修正又は（注）４によ

り調整されます。

　行使価額は、各行使請求の効力発生日（以下「修正日」といいます。）の直前取引日の東京証券取引所における

当社普通株式の普通取引の終値（以下「東証終値」といいます。）の95％に相当する金額について、１円未満の端

数を切り捨てた金額に、当該修正日以降修正されます。ただし、修正後の行使価額が下限行使価額を下回る場合

は、下限行使価額とします。修正は各行使請求の効力発生日ごとに行われ、上限行使価額は設定されておりませ

ん。

　当初の下限行使価額は（注）１のとおりです。当社は、2026年７月７日以降、取締役会決議により任意の金額に

下限行使価額を修正できます。ただし、修正後の下限行使価額は、第18回及び第19回は4,050円、第20回は7,500

円、第21回は10,000円、第22回は15,000円（以下、それぞれ「絶対下限行使価額」といいます。）を下回ることが

できません。修正後の下限行使価額は、決議日を含めず２取引日後の日以降適用されます。下限行使価額及び絶対

下限行使価額は、（注）４を準用して調整されます。

４．行使価額の調整

　当社の発行済普通株式数に変更が生じる場合又は変更が生じる可能性がある場合には、次の算式により行使価額

を調整します。

調整後行使価額＝調整前行使価額×｛既発行株式数＋（新発行・処分株式数×１株当たりの払込金額÷時価）｝÷

（既発行株式数＋新発行・処分株式数）

　調整の対象は、時価を下回る払込金額による普通株式の発行又は自己株式の処分（無償割当てを含みます。）、

株式分割、時価を下回る価額で普通株式を交付する取得請求権付株式又は新株予約権の発行・付与、及び取得条項

付株式又は取得条項付新株予約権の取得と引換えに行う時価を下回る価額での普通株式の交付です。

　普通株式の発行又は処分については、当社又は関係会社の役員・従業員向け譲渡制限付株式報酬、新株予約権の

行使等、会社分割、株式交換、株式交付又は合併による交付を除きます。新株予約権の発行・付与については、当

社又は関係会社の役員・従業員向けのもの及び第18回乃至第27回のうち当該回号以外の新株予約権を除きます。

　調整後行使価額は、原則として払込期日（払込期間がある場合は最終日）、無償割当ての効力発生日又は取得日

以降適用し、株主に割当てを受ける権利を与える基準日がある場合及び株式分割の場合は基準日の翌日以降適用し

ます。取得請求権付株式等については、全部が当初条件で行使されたものとみなして算定します。

　基準日が設定され、効力発生がその後の株主総会その他の機関の承認を条件とする場合は、承認日の翌日以降適

用します。この場合、基準日の翌日から承認日までに行使した新株予約権者に対し、次の算式による普通株式を交

付し、１株未満の端数は切り捨てます。

交付株式数＝（調整前行使価額－調整後行使価額）×当該期間内に調整前行使価額により交付された株式数÷調整

後行使価額

　調整前後の差額が１円未満の場合は調整を行わず、次回の調整計算では当該差額を調整前行使価額から控除しま
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す。計算は円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り上げます。時価は、適用日に先立つ45取引日目に始

まる30取引日（終値のない日を除きます。）の東証終値の平均値とし、円位未満小数第１位まで算出して四捨五入

します。

　既発行株式数は、基準日がある場合は当該基準日、ない場合は適用日の１か月前の日の発行済普通株式総数から

自己株式数を控除した数とします。株式分割の場合の新発行・処分株式数には、基準日に当社が有する普通株式に

割り当てられる株式数を含めません。

　株式併合、資本の減少、会社分割、株式交換、株式交付若しくは合併、その他の発行済普通株式数の変更又は変

更の可能性が生じる事由、又は複数の調整事由の近接によって必要がある場合には、新株予約権者と協議し、その

承認を得て必要な調整を行います。調整後行使価額の適用日と修正日が一致する場合には、必要な行使価額及び下

限行使価額の調整を行います。調整内容は原則として適用開始日の前日までに書面で通知し、それができない場合

は適用開始日以降速やかに通知します。

５．行使期間及び行使の条件

　行使期間は2026年７月７日から2029年７月９日までです。ただし、当社普通株式に係る株主確定日、その前営業

日及び前々営業日並びに株式会社証券保管振替機構が必要であると認めた日は行使できません。各本新株予約権の

一部行使はできません。契約上の行使制限及び行使停止については（注）８のとおりです。

６．株式の発行価格及び資本組入額

　行使により交付する普通株式１株当たりの発行価格は、各行使請求に係る出資財産の価額の総額と当該新株予約

権の払込金額の総額との合計額を、当該行使により交付する普通株式数で除した額とします。上表の当初発行価格

は、当初行使価額に１株当たりの新株予約権の発行価額を加算した金額です。

　行使により普通株式を発行する場合の増加する資本金は、会社計算規則第17条に従って算定した資本金等増加限

度額に0.5を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げます。増加する資本準備金は、資本金等増加限度額から

増加する資本金を控除した額とします。

７．自己新株予約権の取得事由及び取得条件

　当社は、新株予約権の取得が必要と取締役会が決議した場合、払込期日の翌日以降、会社法第273条に従い取得

日の２週間前までに新株予約権者に通知したうえで、当社以外の者が保有する当該回号の新株予約権の全部を、１

個当たり払込金額と同額で取得できます。取得した新株予約権は消却します。

　当社は、2029年７月９日に、当社以外の者が保有する新株予約権の全部を１個当たり払込金額と同額で取得し、

消却します。

　当社が消滅会社となる合併又は完全子会社となる株式交換若しくは株式移転について株主総会で承認決議した場

合、会社法第273条に従い取得日の２週間前までに通知したうえで、当該組織再編行為の効力発生日前に、当社以

外の者が保有する新株予約権の全部を１個当たり払込金額と同額で取得し、消却します。

　当社株式が東京証券取引所により監理銘柄、特設注意市場銘柄若しくは整理銘柄に指定された場合又は上場廃止

となった場合、指定日又は上場廃止決定日から２週間後の日（休業日の場合は翌営業日）に、当社以外の者が保有

する新株予約権の全部を１個当たり払込金額と同額で取得し、消却します。

８．契約上の行使制限及び行使停止

　当社と割当先であるみずほ証券株式会社との第三者割当て契約において、原則として、いずれの暦月においても

行使により交付される普通株式数の合計が所定の上場株式数の10％を超える行使を行わない旨を定めております。

行使期間が重複する別回号の行使価額修正条項付新株予約権付社債等がある場合には、その行使により同じ暦月に

交付される株式数も合算します。割当先は行使前に当社へ制限超過の有無を確認し、当社は直ちに回答します。

　上場株式数は、割当日時点で東京証券取引所が公表する直近の上場株式数とし、割当日時点に別回号の行使価額

修正条項付新株予約権付社債等がある場合は、その払込期日時点の上場株式数とします。割当日後の株式分割等が

ある場合は、当社との協議により公正かつ合理的に調整します。

　上記制限は、上場廃止となる合併等の公表から実施又は中止公表までの間、公開買付けの公告から終了又は中止

公表までの間、監理銘柄又は整理銘柄の指定期間、行使価額が発行決議日（2026年６月15日）の東証終値以上であ

る場合、及び行使期間の最終２か月間には適用されません。株式分割等の場合には、基準となる東証終値を公正か

つ合理的に調整します。

　当社は、書面又は電子メールによる通知により、各回の全部を行使できない停止指定期間を何度でも指定できま
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す。指定可能な期間は2026年７月８日から2029年１月９日までの期間内で、通知日の翌々取引日から当社指定日ま

で（両日を含みます。）とします。停止指定の取消しは割当先が通知を受領したときに効力が生じ、指定又は取消

しの事実を速やかに適時開示します。

９．譲渡に関する事項

　割当先は、当社取締役会の承認を得た場合を除き、当社以外の第三者に対して、本新株予約権の譲渡、担保権の

設定、貸借その他の処分を行うことができません。行使により取得した株式の第三者への譲渡は妨げられません。

新株予約権を譲渡する場合は、契約上の地位及び権利義務も譲受人に承継され、その後の譲受人にも承継されま

す。

10．割当先による買取請求

　当社が分割会社となる吸収分割又は新設分割について株主総会で承認決議した場合、割当先は効力発生日の15営

業日前までに通知して買取りを請求できます。当社は、速やかに、遅くとも15営業日以内かつ効力発生日前に、残

存する当該各回の全部を１個当たり払込金額と同額で買い入れます。

　契約所定の支払停止・倒産手続等、取引停止処分、重大な契約違反、表明保証違反又は重大な市場変動・不可抗

力等により、第三者割当て契約第７条第２項又は第３項に基づき契約が解除された場合、割当先は買取りを請求で

きます。当社は、速やかに、遅くとも３営業日以内に、残存する当該各回の全部を１個当たり払込金額と同額で買

い入れます。契約解除後、割当先は新株予約権を行使しません。

　2026年７月７日から2029年５月25日までの間のいずれかの５連続取引日の東証終値が全て4,050円（（注）４を

準用して調整されます。）を下回った場合の当該５連続取引日の末日以降、又は2029年５月28日以降はいつでも、

割当先は書面又は電子メールで買取りを請求できます。当社は通知受領日から15営業日以内に、残存する当該各回

の全部を１個当たり払込金額と同額で買い入れます。

11．当中間会計期間における行使状況

　当中間会計期間において、第18回新株予約権2,133個、第19回新株予約権2,133個及び第20回新株予約権650個が

行使され、それぞれ普通株式213,300株、213,300株及び65,000株を交付しております。この結果、2026年７月31日

現在の未行使の新株予約権の数は、第18回新株予約権及び第19回新株予約権がそれぞれ０個、第20回新株予約権が

1,483個となっております。

　なお、第21回新株予約権及び第22回新株予約権については、当中間会計期間における行使はありません。

　行使状況の詳細は、後記「（3）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等」に記載しておりま

す。

第23回新株予約権乃至第27回新株予約権（行使価額固定型）

区分 第23回新株予約権 第24回新株予約権 第25回新株予約権

決議年月日
2026年６月15日

 2026年６月19日

2026年６月15日

 2026年６月19日

2026年６月15日

 2026年６月19日

新株予約権の数（個）※ 25 18 13

新株予約権のうち自己新株予

約権の数（個）※
－ － －

新株予約権の目的となる株式

の種類、内容及び数（株）※

普通株式

 2,500 （注）２

普通株式

 1,800 （注）２

普通株式

 1,300 （注）２

新株予約権の行使時の払込金

額（円）※

当初行使価額

 8,410 （注）３、４

当初行使価額

 11,000 （注）３、４

当初行使価額

 15,000 （注）３、４

新株予約権の行使期間※

自 2026年７月７日

 至 2029年７月９日

 （注）５

自 2026年７月７日

 至 2029年７月９日

 （注）５

自 2026年７月７日

 至 2029年７月９日

 （注）５

新株予約権の行使により株式

を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）※

発行価格

 当初 8,440.00

 資本組入額 （注）６

発行価格

 当初 11,027.00

 資本組入額 （注）６

発行価格

 当初 15,026.00

 資本組入額 （注）６

新株予約権の行使の条件※
各本新株予約権の一部行

使はできない。（注）５

各本新株予約権の一部行

使はできない。 （注）５

各本新株予約権の一部行

使はできない。（注）５
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新株予約権の譲渡に関する事

項※

当社取締役会の承認を要

する。 （注）８

当社取締役会の承認を要

する。 （注）８

当社取締役会の承認を要

する。 （注）８

組織再編成行為に伴う新株予

約権の交付に関する事項※

該当事項はありません。

 （注）７、９

該当事項はありません。

 （注）７、９

該当事項はありません。

 （注）７、９
 

※ 新株予約権の発行時（2026年７月６日）における内容を記載しております。

第23回新株予約権乃至第27回新株予約権（行使価額固定型）

区分 第26回新株予約権 第27回新株予約権

決議年月日
2026年６月15日

 2026年６月19日

2026年６月15日

 2026年６月19日

新株予約権の数（個）※ 10 7

新株予約権のうち自己新株予約権の

数（個）※
－ －

新株予約権の目的となる株式の種

類、内容及び数（株）※

普通株式

 1,000 （注）２

普通株式

 700 （注）２

新株予約権の行使時の払込金額

（円）※

当初行使価額

 20,000 （注）３、４

当初行使価額

 30,000 （注）３、４

新株予約権の行使期間※
  自 2026年７月７日

  至 2029年７月９日 （注）５

   自 2026年７月７日

   至 2029年７月９日 （注）５

新株予約権の行使により株式を発行

する場合の株式の発行価格及び資本

組入額（円）※

発行価格

 当初 20,022.00

 資本組入額 （注）６

発行価格

 当初 30,021.00

 資本組入額 （注）６

新株予約権の行使の条件※ 各本新株予約権の一部行使はでき

ない。 （注）５

各本新株予約権の一部行使はでき

ない。 （注）５

新株予約権の譲渡に関する事項※ 当社取締役会の承認を要する。

 （注）８

当社取締役会の承認を要する。

 （注）８

組織再編成行為に伴う新株予約権の

交付に関する事項※

該当事項はありません。

 （注）７、９

該当事項はありません。

 （注）７、９
 

※ 新株予約権の発行時（2026年７月６日）における内容を記載しております。

（注）以下の注記１～９は、第23回新株予約権乃至第27回新株予約権に共通する事項です。以下において、各回の新

株予約権を個別に又は総称して「本新株予約権」といいます。第18回新株予約権乃至第22回新株予約権の注記とは区

分して記載しております。

１．発行価額及び割当先

　本新株予約権は、第三者割当ての方法により、当社代表取締役社長である德重徹に全てを割り当てたものです。

発行価額は次のとおりです。

区分 発行数（個） １個当たり発行価額（円） 発行価額総額（円）

第23回 25 3,000 75,000

第24回 18 2,700 48,600

第25回 13 2,600 33,800

第26回 10 2,200 22,000

第27回 7 2,100 14,700

合計 73 － 194,100
 

２．目的となる株式の種類、内容及び数

　目的となる株式は、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる普通株式であり、単元株式数は100株で

す。本新株予約権１個当たりの目的となる株式数（以下「割当株式数」といいます。）は100株とします。

　株式の分割、無償割当て又は併合（以下「株式分割等」といいます。）を行う場合は、次の算式により調整し、
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１株未満の端数を切り捨てます。

　調整後割当株式数＝調整前割当株式数×株式分割等の比率

　株式分割等以外の事由により（注）４に従って行使価額を調整する場合は、次の算式により調整し、１株未満の

端数を切り捨てます。

調整後割当株式数＝調整前割当株式数×調整前行使価額÷調整後行使価額

　調整後割当株式数は、当該事由に係る調整後行使価額の適用日と同日から適用します。調整に際しては原則とし

て適用開始日の前日までに新株予約権者へ書面で通知し、それができない場合には適用開始日以降速やかに通知し

ます。

３．行使時の払込金額

　各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、当社普通株式１株当たりの行使価額に

割当株式数を乗じた額とします。当初の行使価額は上表に記載のとおりです。本新株予約権には、株価の変動を基

準として行使価額を修正する条項はありません。ただし、行使価額は（注）４に従って調整されます。

４．行使価額の調整

　当社の発行済普通株式数に変更が生じる場合又は変更が生じる可能性がある場合には、次の算式により行使価額

を調整します。

調整後行使価額＝調整前行使価額×｛既発行株式数＋（新発行・処分株式数×１株当たりの払込金額÷時価）｝÷

（既発行株式数＋新発行・処分株式数）

　調整の対象は、時価を下回る払込金額による普通株式の発行又は自己株式の処分（無償割当てを含みます。）、

株式分割、時価を下回る価額で普通株式を交付する取得請求権付株式又は新株予約権の発行・付与、及び取得条項

付株式又は取得条項付新株予約権の取得と引換えに行う時価を下回る価額での普通株式の交付です。

　普通株式の発行又は処分については、当社又は関係会社の役員・従業員向け譲渡制限付株式報酬、新株予約権の

行使等、会社分割、株式交換、株式交付又は合併による交付を除きます。新株予約権の発行・付与については、当

社又は関係会社の役員・従業員向けのもの及び第18回乃至第27回のうち当該回号以外の新株予約権を除きます。

　調整後行使価額は、原則として払込期日（払込期間がある場合は最終日）、無償割当ての効力発生日又は取得日

以降適用し、株主に割当てを受ける権利を与える基準日がある場合及び株式分割の場合は基準日の翌日以降適用し

ます。取得請求権付株式等については、全部が当初条件で行使されたものとみなして算定します。

　基準日が設定され、効力発生がその後の株主総会その他の機関の承認を条件とする場合は、承認日の翌日以降適

用します。この場合、基準日の翌日から承認日までに行使した新株予約権者に対し、次の算式による普通株式を交

付し、１株未満の端数は切り捨てます。

交付株式数＝（調整前行使価額－調整後行使価額）×当該期間内に調整前行使価額により交付された株式数÷調整

後行使価額

　調整前後の差額が１円未満の場合は調整を行わず、次回の調整計算では当該差額を調整前行使価額から控除しま

す。計算は円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り上げます。時価は、適用日に先立つ45取引日目に始

まる30取引日（終値のない日を除きます。）の東証終値の平均値とし、円位未満小数第１位まで算出して四捨五入

します。

　既発行株式数は、基準日がある場合は当該基準日、ない場合は適用日の１か月前の日の発行済普通株式総数から

自己株式数を控除した数とします。株式分割の場合の新発行・処分株式数には、基準日に当社が有する普通株式に

割り当てられる株式数を含めません。

　株式併合、資本の減少、会社分割、株式交換、株式交付若しくは合併、その他の発行済普通株式数の変更又は変

更の可能性が生じる事由、又は複数の調整事由の近接によって必要がある場合には、新株予約権者と協議し、その

承認を得て必要な調整を行います。調整内容は原則として適用開始日の前日までに書面で通知し、それができない

場合は適用開始日以降速やかに通知します。

５．行使期間及び行使の条件

　行使期間は2026年７月７日から2029年７月９日までです。ただし、当社普通株式に係る株主確定日、その前営業

日及び前々営業日並びに株式会社証券保管振替機構が必要であると認めた日は行使できません。各本新株予約権の

一部行使はできません。
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６．株式の発行価格及び資本組入額

　行使により交付する普通株式１株当たりの発行価格は、各行使請求に係る出資財産の価額の総額と当該新株予約

権の払込金額の総額との合計額を、当該行使により交付する普通株式数で除した額とします。上表の当初発行価格

は、当初行使価額に１株当たりの新株予約権の発行価額を加算した金額です。

　行使により普通株式を発行する場合の増加する資本金は、会社計算規則第17条に従って算定した資本金等増加限

度額に0.5を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げます。増加する資本準備金は、資本金等増加限度額から

増加する資本金を控除した額とします。

７．自己新株予約権の取得事由及び取得条件

　当社は、新株予約権の取得が必要と取締役会が決議した場合、払込期日の翌日以降、会社法第273条に従い取得

日の２週間前までに新株予約権者に通知したうえで、当社以外の者が保有する当該回号の新株予約権の全部を、１

個当たり払込金額と同額で取得できます。取得した新株予約権は消却します。

　当社は、2029年７月９日に、当社以外の者が保有する新株予約権の全部を１個当たり払込金額と同額で取得し、

消却します。

　当社が消滅会社となる合併又は完全子会社となる株式交換若しくは株式移転について株主総会で承認決議した場

合、会社法第273条に従い取得日の２週間前までに通知したうえで、当該組織再編行為の効力発生日前に、当社以

外の者が保有する新株予約権の全部を１個当たり払込金額と同額で取得し、消却します。

　当社株式が東京証券取引所により監理銘柄、特設注意市場銘柄若しくは整理銘柄に指定された場合又は上場廃止

となった場合、指定日又は上場廃止決定日から２週間後の日（休業日の場合は翌営業日）に、当社以外の者が保有

する新株予約権の全部を１個当たり払込金額と同額で取得し、消却します。

８．譲渡に関する事項

　割当先は、当社取締役会の承認を得た場合を除き、当社以外の第三者に対して、本新株予約権の譲渡、担保権の

設定、貸借その他の処分を行うことができません。行使により取得した株式の第三者への譲渡は妨げられません。

新株予約権を譲渡する場合は、契約上の地位及び権利義務も譲受人に承継され、その後の譲受人にも承継されま

す。

９．割当先による買取請求

　当社が分割会社となる吸収分割又は新設分割について株主総会で承認決議した場合、割当先は効力発生日の15営

業日前まで（同日を含みます。）に通知して買取りを請求できます。当社は、速やかに、遅くとも15営業日以内か

つ効力発生日前に、残存する当該各回の全部を１個当たり払込金額と同額で買い入れます。

10．当中間会計期間における行使状況

　当中間会計期間において、第23回新株予約権25個及び第24回新株予約権18個の全部が行使され、それぞれ普通株

式2,500株及び1,800株を交付しております。この結果、2026年７月31日現在の第23回新株予約権及び第24回新株予

約権の未行使残高はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　当中間会計期間における行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況は、次のとおりであります。

項目 第18回新株予約権 第19回新株予約権 第20回新株予約権

当該中間会計期間に権利行使された当該行使価
額修正条項付新株予約権付社債券等の数（個）

2,133 2,133 650

当該中間会計期間の権利行使に係る交付株式数
（株）

213,300 213,300 65,000

当該中間会計期間の権利行使に係る平均行使価
額等（円）

8,774.41 11,677.45 15,000.00

当該中間会計期間の権利行使に係る資金調達額
（千円）

1,871,582 2,490,800 975,000

当該中間会計期間の末日における権利行使され
た当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券
等の数の累計（個）

2,133 2,133 650
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当該中間会計期間の末日における当該行使価額
修正条項付新株予約権付社債券等に係る累計の
交付株式数（株）

213,300 213,300 65,000

当該中間会計期間の末日における当該行使価額
修正条項付新株予約権付社債券等に係る累計の
平均行使価額等（円）

8,774.41 11,677.45 15,000.00

当該中間会計期間の末日における当該行使価額
修正条項付新株予約権付社債券等に係る累計の
資金調達額（千円）

1,871,582 2,490,800 975,000

 

（注）１．当中間会計期間は、2026年２月１日から2026年７月31日までであります。

　　　２．平均行使価額等は、各回の権利行使に係る払込金額の総額を交付株式数で除して算定し、小数点以下

第３位を四捨五入しております。

　　　３．資金調達額は、権利行使に係る払込金額であり、新株予約権の発行時の払込金額は含めておりませ

ん。また、千円未満を切り捨てて記載しております。

　　　４．各新株予約権は当中間会計期間に発行されたため、当中間会計期間の行使実績と中間会計期間末にお

ける累計実績は同一であります。

　　　５．第21回新株予約権及び第22回新株予約権については、当中間会計期間における行使はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2026年４月28日
（注１）

－
普通株式
9,745,300

－ 1,657,440 △2,900,000 1,972,834

　2026年２月１日～
2026年７月31日
（注２）

普通株式
679,100

普通株式
10,397,100

2,879,170 4,536,611 2,875,964 4,848,799

 

（注）１．資本準備金2,900,000千円を減少し、その他資本剰余金に振り替えたものであります。

　　　２．新株予約権の行使による増加であります。

　　　３．2026年８月１日から2026年９月14日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が408,200株、

資本金及び資本準備金がそれぞれ3,359,176千円増加しております。

（新規上場時の調達資金の使途及び支出予定時期の変更）

　当社は、2024年10月25日付で提出した有価証券届出書（その後の訂正を含みます。）に係る新規上場時の公募増資

（払込期日：2024年11月28日）により調達した資金について、事業の進捗及び経営環境の変化を踏まえ、資金使途ごと

の充当予定額及び支出予定時期を変更しております。変更内容は、2026年６月15日付で公表したとおり、以下のとおり

であります。

（１）変更の理由

　新規上場後の事業の進捗及び経営環境の変化に柔軟に対応するため、調達資金の配分及び支出予定時期を見直したも

のであります。具体的には、M&A資金並びに国内UTMシステムやグループ管理システム等の構築に係る充当予定額を減額

し、子会社成長のための投融資に係る充当予定額を増額しております。

（２）変更の内容

　調達資金の総額（差引手取概算額）2,485,260千円に変更はありません。変更後の表において、変更箇所に下線を付し

ております。

（変更前）

具体的な使途
充当予定額

（千円）

支出予定時期及び年度別金額

（千円）

M&A資金 900,000

 2025年１月期　100,000

 2026年１月期　300,000

 2027年１月期　500,000

子会社成長のための投融資 800,000

 2025年１月期　370,000

 2026年１月期　260,000

 2027年１月期　170,000

国内UTMシステムやグループ管理システ

ム等の構築
785,260

 2026年１月期　485,260

 2027年１月期　300,000

合計 2,485,260 －
 

 （変更後）

具体的な使途
充当予定額

（千円）

支出予定時期及び年度別金額

（千円）
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M&A資金 810,660

 2025年１月期　100,000

 2026年１月期　322,535

 2027年１月期　388,125

子会社成長のための投融資 1,470,000

 2025年１月期　370,000

 2026年１月期　847,120

 2027年１月期　252,880

国内UTMシステムやグループ管理システ

ム等の構築
204,600

 2026年１月期　34,600

 2027年１月期　170,000

合計 2,485,260 －
 

（注）上表は、2026年６月15日付公表資料に記載した変更前後の資金充当計画であります。

(5) 【大株主の状況】

 2026年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

テラ株式会社 東京都世田谷区深沢二丁目１番３号1406号 3,855,500 37.08

德重　徹 東京都世田谷区 1,324,000 12.73

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC
ISG（FE－AC）
 常任代理人株式会社三菱ＵＦＪ銀
行

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET
LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOMA
 常任代理人住所
 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

162,720 1.56

モルガン・スタンレーMUFG証券株式
会社

東京都千代田区大手町１丁目９番７号
大手町フィナンシャルシテイサウスタワー

140,420 1.35

NOMURA INTERNATIONAL PLC A ／ C
JAPAN FLOW
常任代理人野村證券株式会社

1 ANGEL LANE, LONDON, EC ４ R ３ AB,
UNITED KINGDOM
常任代理人住所
東京都中央区日本橋１丁目１３－１

132,380 1.27

関　鉄平 東京都世田谷区 96,400 0.92

神取　弘太 神奈川県相模原市 94,900 0.91

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号
赤坂インターシティAIR

91,500 0.88

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目１３番１号 87,900 0.84

ナントCVC2号投資事業有限責任組合 東京都中央区築地６丁目１７－４ 66,600 0.64

計 ― 6,052,320 58.18
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

  2026年７月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

103,405 ―
10,340,500

単元未満株式 56,600 ― ―

発行済株式総数 10,397,100 ― ―

総株主の議決権 ― 103,405 ―
 

 

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)

に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の5第1項の表の第1号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第1編

及び第3編の規定により第1種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年２月１日から2026年７月31

日まで)に係る中間連結財務諸表について、RSM清和監査法人による期中レビューを受けております。

なお、当社の監査法人は、次のとおり交代しています。

   第10期連結会計年度　有限責任監査法人トーマツ

   第11期中間連結会計年度 RSM清和監査法人
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年１月31日)

当中間連結会計期間
(2026年７月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,019,003 7,285,361

  売掛金及び契約資産 1,516,089 1,153,644

  商品及び製品 294,240 350,601

  仕掛品 59,692 29,189

  原材料及び貯蔵品 243,819 286,984

  その他 533,622 599,478

  貸倒引当金 △40,675 △38,129

  流動資産合計 4,625,792 9,667,130

 固定資産   

  有形固定資産 744,787 764,615

  無形固定資産 499,329 584,241

  投資その他の資産   

   投資有価証券 807,361 327,371

   その他 315,537 458,007

   貸倒引当金 △57,840 △54,905

   投資その他の資産合計 1,065,058 730,473

  固定資産合計 2,309,175 2,079,330

 資産合計 6,934,968 11,746,461
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2026年１月31日)

当中間連結会計期間
(2026年７月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 399,162 392,940

  短期借入金 － 55,605

  契約負債 366,055 582,169

  未払法人税等 32,876 35,737

  有給休暇引当金 50,449 36,806

  火災関連損失引当金 233,271 119,426

  その他 609,558 457,357

  流動負債合計 1,691,374 1,680,042

 固定負債   

  長期借入金 － 426

  退職給付に係る負債 15,398 16,460

  その他 219,573 160,484

  固定負債合計 234,971 177,371

 負債合計 1,926,346 1,857,414

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,657,440 4,536,611

  資本剰余金 7,290,505 7,256,470

  利益剰余金 △4,310,589 △2,080,863

  株主資本合計 4,637,356 9,712,217

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 13,577 3,260

  退職給付に係る調整累計額 881 853

  為替換算調整勘定 183,572 124,285

  その他の包括利益累計額合計 198,031 128,398

 新株予約権 37,989 48,430

 非支配株主持分 135,244 －

 純資産合計 5,008,622 9,889,047

負債純資産合計 6,934,968 11,746,461
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年２月１日
　至　2025年７月31日)

当中間連結会計期間
(自　2026年２月１日
　至　2026年７月31日)

売上高 1,943,017 2,235,464

売上原価 1,106,305 1,225,482

売上総利益 836,711 1,009,982

販売費及び一般管理費 ※  1,503,087 ※  1,829,101

営業損失（△） △666,375 △819,119

営業外収益   

 受取利息 14,625 6,196

 為替差益 － 64,921

 持分法による投資利益 － 15,965

 補助金収入 193,354 64,051

 その他 36,724 49,122

 営業外収益合計 244,704 200,257

営業外費用   

 支払利息 19,465 17,462

 為替差損 20,474 －

 持分法による投資損失 74,299 －

 和解金 － 39,845

 その他 5,196 19,718

 営業外費用合計 119,435 77,025

経常損失（△） △541,106 △695,887

特別利益   

 固定資産売却益 2,304 －

 特別利益合計 2,304 －

特別損失   

 固定資産売却損 7,940 －

 固定資産除却損 － 8,398

 契約解約損 － 94,722

 その他 6,771 －

 特別損失合計 14,712 103,120

税金等調整前中間純損失（△） △553,514 △799,007

法人税、住民税及び事業税 11,336 10,820

法人税等調整額 605 －

法人税等合計 11,941 10,820

中間純損失（△） △565,455 △809,828

非支配株主に帰属する中間純損失（△） △171,063 △129,553

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △394,392 △680,274
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年２月１日
　至　2025年７月31日)

当中間連結会計期間
(自　2026年２月１日
　至　2026年７月31日)

中間純損失（△） △565,455 △809,828

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △7,366 883

 為替換算調整勘定 △94,446 △25,885

 退職給付に係る調整額 238 △28

 持分法適用会社に対する持分相当額 △69,936 △50,304

 その他の包括利益合計 △171,511 △75,333

中間包括利益 △736,967 △885,161

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 △560,300 △749,907

 非支配株主に係る中間包括利益 △176,666 △135,254
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年２月１日
　至　2025年７月31日)

当中間連結会計期間
(自　2026年２月１日
　至　2026年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純損失（△） △553,514 △799,007

 減価償却費 218,300 226,800

 のれん償却額 6,498 16,107

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 24,561 △3,279

 有給休暇引当金の増減額（△は減少） △1,792 △13,426

 賞与引当金の増減額（△は減少） － △11,654

 受取利息及び受取配当金 △14,658 △6,331

 支払利息 19,465 17,462

 和解金 － 39,845

 契約解約損 － 94,722

 固定資産売却損益（△は益） △2,304 －

 固定資産除却損 7,940 8,398

 持分法による投資損益（△は益） 74,299 △15,965

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △712 53,980

 契約負債の増減額（△は減少） 28,010 215,234

 売上債権の増減額（△は増加） △56,486 132,676

 棚卸資産の増減額（△は増加） △25,255 △58,258

 仕入債務の増減額（△は減少） △69,278 △10,072

 その他 348,745 △156,474

 小計 3,820 △269,242

 利息及び配当金の受取額 14,312 6,429

 利息の支払額 △19,446 △17,462

 法人税等の支払額 △29,858 △7,937

 和解金の支払額 － △39,845

 火災関連損失による支出 － △130,295

 営業活動によるキャッシュ・フロー △31,172 △458,353

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △404,913 △152,887

 有形固定資産の売却による収入 2,304 －

 無形固定資産の取得による支出 △138,286 △135,299

 投資有価証券の取得による支出 △302,620 －

 貸付けによる支出 △215,685 －

 貸付金の回収による収入 － 76,790

 関係会社株式の取得による支出 － △163,885

 関係会社株式の売却による収入 － 350,172

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△496 △41,176

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

146,975 －

 エスクロー口座への振替による支出 △317,868 －

 エスクロー口座からの振替による収入 － 230,370

 その他投資の増減額（△は増加） △12,288 －

 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,242,878 164,083
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           (単位：千円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年２月１日
　至　2025年７月31日)

当中間連結会計期間
(自　2026年２月１日
　至　2026年７月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の増減額（△は減少） 5,206 61,706

 長期借入金の返済による支出 △553,585 －

 株式の発行による収入 614,126 5,735,402

 リース債務の返済による支出 △29,218 △35,635

 新株予約権の発行による収入 － 30,174

 財務活動によるキャッシュ・フロー 36,528 5,791,648

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8,103 △650

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,245,625 5,496,728

現金及び現金同等物の期首残高 4,145,633 1,788,633

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  2,900,007 ※  7,285,361
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

 
当中間連結会計期間

(自　2026年２月１日 至　2026年７月31日)

(〇) 連結の範囲の重要な変更

　当中間連結会計期間より、新規に持分を取得したSora Consulting GmbH及びEuro USC Netherlands並びに新た

に設立したTerra Defense Europe OUを連結の範囲に含めております。
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(中間連結損益計算書関係)

※ 　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年２月１日
至　2025年７月31日)

当中間連結会計期間
(自　2026年２月１日
至　2026年７月31日)

給料手当 423,343千円 518,596千円

退職給付費用 4,282 〃 5,066 〃

貸倒引当金繰入額 12,917 〃 △1,619 〃

有給休暇引当金繰入額 26,833 〃 19,550 〃
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

　　　とおりであります。

 

 
前中間連結会計期間
(自　2025年２月１日
至　2025年７月31日)

当中間連結会計期間
(自　2026年２月１日
至　2026年７月31日)

現金及び預金 3,117,222千円 7,285,361千円

エスクロー口座 △217,215千円 －千円

現金及び現金同等物 2,900,007千円 7,285,361千円
 

 

 
(株主資本等関係)

当中間連結会計期間(自　2026年２月１日　至　2026年７月31日)

１．株主資本の著しい変動

当中間連結会計期間において、新株予約権の行使に伴う新株の発行により、資本金が2,879,170千円、資本剰余金

が2,875,964千円増加しております。

 
また、資本準備金2,900,000千円を減少してその他資本剰余金に振り替えるとともに、その他資本剰余金

2,900,000千円を繰越利益剰余金に振り替え、欠損填補を行っております。これにより、資本剰余金が2,900,000千

円減少し、利益剰余金が同額増加しております。なお、この振替による株主資本合計及び純資産合計の変動はあり

ません。

 
当中間連結会計期間末における資本金は4,536,611千円、資本剰余金は7,256,470千円となっております。

 

EDINET提出書類

Ｔｅｒｒａ　Ｄｒｏｎｅ株式会社(E40060)

半期報告書

41/51



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　2025年２月１日 至　2025年７月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
中間連結損益計
算書計上額
（注）

ドローン
ソリューション
セグメント

運航管理
セグメント

計

売上高      

  外部顧客への売上高 1,791,186 151,831 1,943,017 － 1,943,017

 セグメント間の内部売上
　高又は振替高

－ － － － －

計 1,791,186 151,831 1,943,017 － 1,943,017

セグメント損失（△） △294,906 △371,469 △666,375 － △666,375
 

 

（注）セグメント損失は、中間連結損益計算書の営業損失と一致しております。

 

当中間連結会計期間(自　2026年２月１日 至　2026年７月31日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

調整額
中間連結損益計
算書計上額
（注）

ドローン
ソリューション
セグメント

運航管理
セグメント

計

売上高      

  外部顧客への売上高 1,906,693 328,771 2,235,464 － 2,235,464

 セグメント間の内部売上
　高又は振替高

－ － － － －

計 1,906,693 328,771 2,235,464 － 2,235,464

セグメント損失（△） △444,255 △374,863 △819,119 － △819,119
 

 

（注）セグメント損失は、中間連結損益計算書の営業損失と一致しております。

 
(企業結合等関係)

(取得による企業結合)

(1) 企業結合の概要

 ① 被取得企業の名称及びその事業の内容

 被取得企業の名称　　Sora Consulting GmbH

　事業の内容　　　　　ドローンの規制・安全・飛行前の許可承認の取得に関するアドバイザリー

 ② 企業結合を行った主な理由

　　スイスにおけるドローン規制に関する専門知識及び現地での事業基盤を取り込むことにより、スイスに

  おける事業基盤を強化するとともに、欧州における複雑なドローン運航に対する支援能力の拡充を図るため。

 ③ 企業結合日

　　2026年１月1日

 ④ 企業結合の法的形式

　　現金を対価とする株式取得

 ⑤ 結合後企業の名称

   変更ありません
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 ⑥ 取得した議決権比率

　　取得後の議決権比率　100％

 ⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠

   当社グループが現金を対価として、株式を取得したため。

 
(2) 中間連結会計期間に係る中間連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

　　2026年１月１日から2026年６月30日まで

 
(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

取得の対価　現金　       22,900千円

　　　　　　条件付対価   20,327千円

取得原価　　　　　　　　 43,227千円
 

 
(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

 ① 発生したのれんの金額

　 13,776千円

なお、上記金額は当中間連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算定され

た金額であります。

 ② 発生原因

　　企業結合時点で期待された超過収益力に関連して発生したものであります。

 ③ 償却方法及び償却期間

　 ３年にわたる均等償却

 
(5) 企業結合契約に規定される条件付取得対価の内容及び当連結会計年度以降の会計処理方針

 ① 条件付取得対価の内容

被取得企業の従業員が一定期間継続して勤務すること等を条件として追加額を支払う条件付取得対価に関す

る条項を採用しており、将来において123千スイス・フランを上限とする支払いが生じる可能性があります。

 ② 会計方針

条件付取得対価の変動部分については、IFRSに基づき認識しております。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間(自　2025年２月１日　至　2025年７月31日)

   (単位：千円)

 
ドローン

ソリューションセグメント
運航管理セグメント 計

製品の販売 437,015 － 437,015

サービスの提供 1,354,170 151,831 1,506,001

顧客との契約から生じる収益 1,791,186 151,831 1,943,017

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 1,791,186 151,831 1,943,017
 

 

当中間連結会計期間(自　2026年２月１日　至　2026年７月31日)

   (単位：千円)

 
ドローン

ソリューションセグメント
運航管理セグメント 計

製品の販売 625,550 － 625,550

サービスの提供 1,281,142 328,771 1,609,914

顧客との契約から生じる収益 1,906,693 328,771 2,235,464

その他の収益 － － －

外部顧客への売上高 1,906,693 328,771 2,235,464
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間連結会計期間
(自　2025年２月１日
至 2025年７月31日)

当中間連結会計期間
(自　2026年２月１日
至 2026年７月31日)

１株当たり中間純損失(△) △41円61銭 △69円26銭

(算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する中間純損失(△)(千円) △394,392 △680,274

 普通株主に帰属しない金額(千円) － －

 普通株式に係る親会社株主に帰属する
 中間純損失(△)(千円)

△394,392 △680,274

 普通株式の期中平均株式数(株) 9,479,323 9,822,147

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会
計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

(注)　前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は

存在するものの、１株当たり中間純損失(△)のため、記載しておりません。
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(重要な後発事象)

１.新株予約権の行使

当中間連結会計期間末後から2026年９月14日までの期間において、新株予約権の行使が行われました。その概要

は以下のとおりであります。

　新株予約権の行使

新株予約権の名称
新株予約権証券
（行使価額修正条件付新株予約権付社債券等）

行使された新株予約権の個数 3,639個

発行した株式の種類及び株式数 普通株式　363,900株

資本金及び資本準備金の増加額
資本金　　　3,304,086千円
資本準備金　3,304,086千円

 

（注）上記は、行使価額修正条項付新株予約権の行使によるものを記載しており、当社の従業員等に付与したストッ

ク・オプションとしての新株予約権の行使によるものは含めておりません。

 
２.株式分割

当社は、2026年８月26日開催の取締役会において、2026年９月30日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載

又は記録された株主の所有する普通株式を、１株につき２株の割合をもって分割することを決議しました。

 (1)株式分割の目的

　投資単位当たりの金額を引き下げることにより、株式の流動性の向上及び投資家層の更なる拡大を図ること

を　

　目的としています。

 (2)株式分割の方法

 　2026年９月30日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式１株に

　 つき２株の割合をもって分割します。

 (3)効力発生日

  2026年10月１日

 (4)その他

　 本株式分割に伴い、当社の発行可能株式総数及び新株予約権の行使価額等について所要の変更及び調整を行い

  ます。

 
３.連結子会社による株式取得　

当社は、2026年８月17日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるTerra Defense Europe OUが、ウクラ

イナ企業であるKURIN TEKHNOLOHIY LLC の株式を取得することを決議し、2026年８月31日付で株式譲渡契約を締

結し、９月３日付で株式を取得しました。

（1）企業結合の概要

　①被取得企業の名称及び事業の内容

 　名称：KURIN TEKHNOLOHIY LLC

 　事業内容：迎撃ドローンの製造・開発・販売

　②企業結合を行った主な理由

 　健全な財務体質を保ち、迎撃ドローンの分野において、軍に対して急速な成長と実績があり、当社グループ

　　であるAmazing Drones社の別ソリューションの販路拡大に繋がり、多面的なシナジーが見込めるため。

 ③企業結合日

　 2026年９月３日

 ④企業結合の法的形式

　 現金を対価とする株式取得

 ⑤取得した議決権比率

　 50.0％

 ⑥取得企業

　 当社の連結子会社であるTerra Defense Europe OU

（2）取得した会社の取得原価

　取得の対価　3.5millionUSD（560百万円）
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　取得原価　　3.5millionUSD（560百万円）

 なお、取得原価の配分が完了していないため、現時点ではのれんの金額等は確定しておりません。  
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

2026年９月14日

Terra Drone株式会社

取締役会　御中

 
RSM清和監査法人

東 京 事 務 所

 指定社員業務執行社員
公認会計士　　　金城　琢磨　　　　　　

   

 指定社員業務執行社員
公認会計士　　　村山　大二　　　　　　

   
 

 
 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているTerra Drone株

式会社の2026年2月1日から2027年1月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年2月1日から2026年7月31日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、Terra Drone株式会社及び連結子会社の2026年7月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
その他の事項

会社の2026年1月31日をもって終了した前連結会計年度の中間連結会計期間に係る中間連結財務諸表及び前連結会計年

度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって期中レビュー及び監査が実施されている。前任監査人は、当該中

間連結財務諸表に対して2025年９月16日付けで無限定の結論を表明しており、また、当該連結財務諸表に対して2026年

４月30日付けで無限定適正意見を表明している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し

適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表

示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事

項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任
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監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レ

ビュー手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論

付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結

財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない

場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続

できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認

められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上
 

 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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